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建設業は”３Ｋ”から”新４Ｋ” へ

〇建設現場で働く人々の誇り・魅力・やりがいの向上を図るため、働き方改革をさらに加速させる。
〇これにより、中長期的な建設業の担い手を確保し、地域の安全・安心や経済を支えていく。

３K 
（昔の建設業）

きつい

危 険

きたない

４K 
（これからの建設業）

新

給 料 が良い
▶ 技能や経験にふさわしい処遇（給与）

休 暇 が取れる
▶ 週休２日制の導入を後押し

▶ 適正な工期設定

希 望 が持てる
▶ 生産性の向上、仕事の効率化

かっこいい と憧れる仕事
▶ デジタル活用でスマートな建設業界
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新潟県 23,416 23,138 22,326 19,606 19,186 18,546 17,816 17,182 16,836 16,718 16,488 16,206 16,227 15,856 15,852 15,846 17,992 19,314 20,580 22,122 23,100 23,863 25,054 25,265 25,453 26,304 27,782

富山県 23,300 23,230 22,436 21,006 19,718 19,070 18,368 17,676 17,370 17,320 17,057 16,804 16,788 16,398 16,382 16,388 18,580 19,762 21,102 22,698 23,687 24,467 25,693 25,976 26,202 27,128 28,650

石川県 23,294 23,278 22,366 21,048 19,836 19,240 18,428 17,772 17,494 17,406 17,127 16,869 16,843 16,414 16,377 16,445 18,588 19,846 21,105 22,691 23,661 24,461 25,630 25,946 26,170 27,093 28,559
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30,000 令和5年度公共工事設計労務単価の推移

51職種

◇令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価は、前回改定と比較し全国平均で５．２％の増
北陸３県（新潟県、富山県、石川県）においては平均で５．５５％の増

※平成23年度から「屋根ふき工」を除く ※平成27年度は「屋根ふき工、石工、ブロック工、さく岩工、タイル工、建具工、建築ブロック工」を除く
※平成29年度から「石工（富山県、石川県）、「山林砂防工（新潟県）」、「ブロック工、屋根ふき工、タイル工、建築ブロック工」を除く
※令和2年度から「石工（富山県、石川県）、ブロック工（富山県、石川県）、タイル工（富山県、石川県）、山林砂防工（新潟県）、屋根ふき工、建築ブロック工」を除く
※令和3年度から「石工（富山県、石川県）、ブロック工（富山県、石川県）、タイル工（富山県、石川県）、屋根ふき工、建築ブロック工」を除く

［全国全職種単純平均 ２７，３３５円（対前年度比 ＋５．２％増 １，３４３円増）］
北陸３県（全職種単純平均）

新潟県 ２７，７８２円（対前年度比 ＋５．６％増 １，４７８円増）
富山県 ２８，６５０円（対前年度比 ＋５．６％増 １，５２２円増）
石川県 ２８，５５９円（対前年度比 ＋５．４％増 １，４６６円増）

［３県平均 ２８，３３０円（対前年度比 ＋５．５５％増 １，４８８円増）］ ※北陸地方整備局計算値

令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価

１１年連続の上昇

給与
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賃上げ企業の優遇措置

表明書

技術資料 技術資料技術資料

従来の
加算点

賃上げ
加算点 合計

A者 ３８ ０ ３８

B者 ３７ ０ ３７

C者 ３８ ３ ４１ 落札者

１年間、当該入札の加算点より大きな割合の減点

提出
法人事業概要説明書

給与所得の源泉徴収票等
の法定調書合計表

提出

発注者

A者 B者 C者 C者

従来の
加算点

賃上げ
加算点 合計

A者 ３８ ０ ３８ 落札者

B者 ３７ ０ ３７

C者 ３８ －４ ３４

技術資料 技術資料技術資料

A者 B者 C者

【当該年度】 【翌年度】

【施工能力評価型Ⅱ型の例（従来の加算点４０点）】
加算点の合計の５％以上となるよう賃上げ加算点を設定
⇒５％以上とするためには、３点（３点／（４０点＋３点））が必要。

総合評価落札方式（○○工事）

総合評価落札方式（△△工事）

①

②

③

④

＜未達成の場合＞
達成状況確認

発注者

【施工能力評価型Ⅰ型の例（従来の加算点５０点）】
賃上げ加算点＝３点（３点／（５０点＋３点））が必要。

加算点より大きな減点 ⇒ ４点減点

提出

従来の加算点は今までどおり
整理し、その後賃上げ加算点
を加算する。

※当該入札の加算
点より大きな割合
で減点

賃上げ企業優遇措置
【適用対象・概要】
事業年度又は暦年単位で従業員に対する目標値（大企業３％、中小企業等１．５％）以上の賃上げを表明した入札参加者を総合評価におい
て加点。
令和４年４月１日以降に契約を締結する総合評価落札方式による全ての調達

【加点措置概要】
① 加点を希望する入札参加者は、従業員に対して賃上げを表明した「表明書」を提出。
② 加点割合は５％以上
③ 加点を受けた企業に対し、事業年度または暦年年度の終了後、決算書等で達成状況を確認。
④ 未達成の場合はその後の国の調達において、入札時に加点する割合よりも大きく減点

賃上げの基準に達していな
い場合、財務省へ報告
財務省から全国へ情報共有

給与
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令和６年度完全実施に向けた建設現場における週休２日の推進

○ 週休２日対象工事は原則すべての直轄工事を発注者指定方式にて発注、当初から経費補正による計上、工事工
程表・条件明示チェックリストを入札公告時に開示【継続】

○ 令和６年度以降、月単位での週休２日の実現を目指すことから、施工計画書に法定休日・所定休日を記載したうえ
で、発注者による月１回程度を目安に現場閉所（交替制モデル工事の場合はは休日率）の達成状況を確認【拡大】

○ 週休２日の取組状況が十分でない場合は、受発注者双方において要因を分析し、改善に取り組む【継続】
○ 週休２日を標準とした工事成績評定として、加点項目から削除及び遵守項目に追加【変更】
○ 猛暑日（WBGT値31以上の時間から日数を算定）を考慮した雨休率を設定するとともに、官工程で見込んでいる以
上に作業不能日が確認された場合には、適切に工期延期及び延期日数に応じた費用を精算【新規】

○ 完全週休２日モデル工事を一部工事で試行【継続】

H29

(2017)

H30

(2018)

H31・R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

＜週休2日完全実施に向けた取り組みイメージ＞

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

100%

発
注
者
指
定

方
式
を
開
始

0%

受注者希望方式

発注者指定方式

交替制モデル

実績値 イメージ

全
て
の
工
事
で

発
注
者
指
定

方
式
で
発
注

を
開
始

完全週休２日モデル

Point
Ｒ５は週休２日を標準とし
た取組へ移行で発注

■週休２日対象工事の拡大の方向性

週
休
二
日

完
全
実
施

週休２日モデル（現場
閉所）

休暇
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時間外労働規制適用

４週８休の確保

令和６年度令和６年度

令和４年度令和４年度

月３回の
「統一的な現場閉所」

月２回の
「統一的な現場閉所」

令和２、３年度令和２、３年度

令和元年度令和元年度

大型連休、３連休における
休日の確保

大型連休、３連休における
休日の確保

大型連休、３連休の
「統一的な現場閉所」

週休２日推進に向けた統一的現場閉所の取り組み

第２週、第４週、＋１週（第１週）の土日＋土日に関わらず週休２日を
月１回（第３週の日曜日・月曜日）を「統一的な現場閉所」とした場合

月４回の
「統一的な現場閉所」例：令和５年６月

令和５年度も、年間を通じての取り組みを実施。
毎月の第２週、第４週、＋１週の土日＋土日に関わらず週休２日を月１回※

を「現場閉所の統一日」に設定し、週休２日を実施。
※ 就業規則等で第２週、第４週以外を休日とする場合、読み替え可能。
※ 「＋１週」「＋土日に関わらず週休２日を月１回」は、工事ごとに任意で選択。

北陸ブロック発注者協議会における統一的な現場閉所「第５弾」の取組み

日 月 火 水 木 金 土

1 2 3

4 5 6 7 8 9 10

11 12 13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28 29 30

６　月

令和５年度令和５年度

月４回の
「統一的な現場閉所」

休暇
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①発注者が記載した条件明示チェックリスト

適切な工期設定

対象：全ての工事
（週休2日に取組む工事以外も含む）

設計

入札・契約

公 告

・条件明示ﾁｪｯｸﾘｽﾄ
・工事工程表

R3年度試行（継続）のフロー図

試行

目的：適切な工期設定や円滑な施工の推進

施工条件確認部会

工程調整部会

工事設計審査・施工条件検討部会

発注者分のみ記載したクリティカル工程共有
表

見積参考資料として開
示

令和５年度より猛暑日を考慮した雨休率を設定
すべての工事※で入札公告時に協議状況、関連工事状況、工程情報を開示

②工期設定支援システムで作成した工事工程表

部会による確認と公告時開示

・猛暑日（ＷＧＢＴ値３１以上の時間から日数を算定）を考
慮した雨休率を設定
官工程で見込んでいる以上に作業不能日が確認され

た場合には、適切に工期延期及び延期日数に応じた費
用を精算（Ｒ５より）

雨休率の設定

下記を施工条件確認部会で検討し、公告時開示

【特記仕様書記載事項】
工期算定条件
工期には、施工に必要な実日数（実働日数）以外に以下の事項を見込んでいる。
①準備期間
②後片付け期間
③雨休率（実働工期日数に休日と天候等による作業不能日(悪天候や猛暑日
により作業が出来ない日数)を見込むための係数実働実数×係数）
④地元調整等による工事不可能期間

○影響を受ける工事の有無、関連機関等との協議状況等を特記仕様書と併せ
て確認可能。

○その他にも、用地関係、安全対策関係、工事支障物等における施工条件の
確認が可能。

休暇
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○ 「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格や現場での就業履歴等を登録・蓄積し、技能・経験の客
観的な評価を通じた技能者の適切な処遇や現場管理につなげる仕組み

○ これにより、①若い世代がキャリアパスの見通しをもてる、②技能・経験に応じて処遇を改善する、③技能
者を雇用し育成する企業が伸びていける建設業を目指す

○ システムは、日建連、全建、建専連、全建総連など、業界団体と国が連携して官民一体で普及を推進

建設キャリアアップシステムの推進

技能者にカードを交付

現場の登録と技能者のカードタッチ

【技能者情報】
・本人情報
・保有資格
・社会保険加入等

技能者情報等の事前登録

【事業者情報】
・商号
・所在地
・建設業許可情報 等

※システム運営：（一財）建設業振興基金＜建設キャリアアップシステムの概要＞

技能者が現場入場の際にカードタッチで履歴を蓄積

ピッ！

◎ 現場を支える技能者が、技能・経験に応じて適切に処遇され、働き続けられる環境づくり （働き方改革）
◎ データ連携等を通じた効率的な現場管理 （生産性向上）

→ 建設業が「地域の守り手」として将来にわたり持続的な役割を担っていくために必要

技能レベルのステップアップ

【現場情報】
・現場名、工事の内容
・下請の施工体制
・下請の技能者の配置状況等

現場管理での活用

元請が工事を登録し、現場にカードリーダーを設置

社会保険加入の確認や施工体制台帳とのデータ連携 など

希望
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ｉ－ＣｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎからインフラＤＸへ

8

希望・かっこいい



ＢＩＭ／ＣＩＭとは？（活用の概念）

9

BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）とは、コンピューター上に作
成した３次元の形状情報（３次元モデル）に加え、構造物及び構造物を構成する部材等の名称、形
状、寸法、物性及び物性値（強度等）、数量、そのほか付与が可能な情報（属性情報）とそれらを補
足する資料（参照資料）を併せ持つ構造物に関連する情報モデル（BIM/CIMモデル）を構築すること
（Building/ Construction Information Modeling）及び構築したBIM/CIMモデルに内包される情報を管
理・活用すること（Building/ Construction Information Management）をいう。

BIM/CIMの概念

希望・かっこいい



ＢＩＭ／ＣＩＭの活用・普及に向けた取り組み

10

〇令和５年度からのBIM/CIM原則適用により、中小規模の企業を含め裾野を拡大
〇更なるBIM/CIMの効果的な活用により、建設生産・管理システムの効率化を図るとともに、
紙を前提とする制度からデジタル技術を前提とする効率的な制度への変革を目指していく

維持管理の高度化

CDE（共通データ環境）構築

完成イメージ

支障確認

多少 適用数

高

低

ああああ

デ
ー
タ
の
活
用
度
合

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
化
度
合

人の作業が主

コンピュータに

よる処理が主

R5原則適用で
適用数を拡大

モデル事務所での検討により
活用内容の高度化を図る

デジタル技術を
前提とする変革へ

順次拡大を図る

①

②

③

④

建設生産・管理システムの
更なる効率化を図る

希望・かっこいい



インフラＤＸ推進を担う人材育成、及び建設業の情報発信拠点として、北陸技術事務所に「北陸インフラＤＸ
人材育成センター」を設置

整備局職員の他、「民間技術者」、「自治体職員」、「学生」を対象とした講習会を実施

屋外実習エリア

ＤＸルーム

屋内研修施設

遠隔操作室
事務所

技術情報棟

研修所「越路館」

ＶＲ体験イメージ シミュレータ体験イメージ

遠隔操作イメージ

実習盛土

映像操作

目視操作

屋内研修施設（奥）

ＤＸルーム（手前）

ＤＸルームに設置するコンテンツ

メニュー（案） 内 容 等

ＶＲ体験 ・ＢＩＭ／ＣＩＭ成果の３ＤモデルのＶＲ体験

遠隔臨場体験 ・ウェラブルカメラによる遠隔臨場体験

３Ｄ測量体験 ・タブレットを使用した３Ｄ測量体験

シミュレータ体験 ・建設機械、除雪機械、ＵＡＶのシミュレータ体験

北陸インフラＤＸ人材育成センターの整備

11

希望・かっこいい



施設名・対象者 活用目的 活用例 活用イメージ

屋内研修施設

整備局職員
自治体職員
民間技術者

・研修全般の座学
・ハンズオン（実習）

・3D測量関係
3D点群データの処理実習

・BIM/CIM関係
地形モデルの作成実習
土工・構造物モデルの作成実習
統合モデルの作成実習

・ICT施工関係
施工用3Dデータの作成実習

ＤＸルーム

整備局職員
自治体職員
民間技術者
一般来場者

・インフラDXの理解
・ DX技術の体験
・建設業界のPR
・ リクルート活動

・3DモデルによるVR体験
・ウェラブルカメラによる遠隔臨場体験
・タブレットによる3D（LiDAR）測量体験
・バックホウシミュレータによる操縦体験
・除雪トラックシミュレータによる操縦体験
・UAVフライトシミュレータによる操縦体験
・各種広報コンテンツの動画放映

屋外実習エリア

整備局職員
自治体職員
民間技術者
一般来場者（見学）

・3D測量の操作実習
・ICT建設機械の操縦実習

・3D測量関係
LiDAR測量の実習
UAV操縦の実習※
UAV写真測量の実習※

・ICT施工関係
ICT建機（BH）の実習（MG/MC操縦）

※場所：信濃川河川敷

遠隔操作室

整備局職員
自治体職員
民間技術者
一般来場者（見学）

・ICT建設機械の操縦実習 ・ICT施工関係
ICT建機（BH）の実習（遠隔操縦）

遠隔操縦（目視操作）

UAV操縦・写真測量

VR体験（ミラーリング）

屋内研修施設（奥）

DXルーム（手前）

北陸インフラＤＸ人材育成センターにおける研修の例
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希望・かっこいい




